
令和6年3月31日

●収益的収支及び資本的収支（ 区部・ 流域合計） ●貸借対照表（ 区部・ 流域合計）

※資本的収支には消費税及び地方消費税を 含みますが、 収益的収支には含みません。

令和５ 年度　 決算のあら ま し
　 区部公共下水道事業と 流域下水道事業を 合わせた決算の状況は、次のと おり です。
　 収益的収支については、収入3 ,7 2 1億円、支出3 ,6 61億円と なり 、純利益は61億円と なり まし た。
　 資本的収支については、収入1 ,7 8 4 億円（ 補填財源を 除く ） 、支出3 ,6 7 9 億円（ 翌年度繰越工事資金を 含
む） と なり 、1 ,8 9 5 億円の資金不足と なり まし たが、損益勘定留保資金等により 補塡し まし た。
＊計数については、表示単位未満を 四捨五入し 、端数調整し ていないため、合計などと 一致し ない場合があり ます。

資　 産

5 8 ,9 5 6
億円

負　 債

2 8 ,9 8 8
億円

2 9 ,9 6 9
億円

資　 本

令和６ 年度　 予算のあら まし
　 令和６ 年度予算は、 経営方針に基づき 、 「 経営計画２ ０ ２ １ 」 に掲げた老朽化施設の再構築や浸水対
策、 震災対策、 エネルギー・ 地球温暖化対策など、 主要施策を 着実に推進し ていく こ と を 基本的な方針と
し て編成し まし た。

（ 億円）

2 ,6 7 5

1 ,8 2 1

2 7 ,2 9 3

5 7 ,1 3 6

1 6 ,0 0 2

2 ,4 8 7

1 0 ,4 9 9

資産 負債・ 資本

資本金

固定資産

繰延収益

流動資産

剰余金

固定負債

流動負債

収益的収入
3 ,7 2 1 億円

収益的支出
3 ,6 6 1 億円

資本的収入
1 ,7 8 4 億円

資本的支出
3 ,6 7 9 億円

0

1 ,0 0 0

2 ,0 0 0

3 ,0 0 0

4 ,0 0 0

5 0 0

1 ,5 0 0

2 ,5 0 0

3 ,5 0 0

4 ,5 0 0

3 0 0

翌年度への
繰越工事資金

2 ,1 5 6

建設改良費

1 ,2 2 4

企業債

元金償還金

6 1
純利益

特別損失

1 2

2 ,0 7 2

減価

償却費等

1 0 4

企業債

利子

1 ,4 7 3
維持管理費

6 3 9

長期前受金
戻入

1 1 0

市町村維持
管理負担金

1 ,2 5 0

一般会計

繰入金

1 ,4 9 6
下水道料金

2 2 7
その他

3 5
その他

　 市町村

4 6
建設改良負担金

8 9 4
企業債

1 ,8 9 5
補塡財源

5 3 4
国庫補助金

2 7 5
一般会計繰入金

流域下水道事業

収益的収入

3 8 1 億円

収益的支出

4 0 1 億円

市町村維持
管理負担金

1 4 9 （ 3 9 % ）

一般会計繰入金 7 8 （ 2 1 % ）

その他
1 5 4 （ 4 0 % ）

収益的収支（ 事業の管理・ 運営にかかわる収支）

資本的収入

1 5 9 億円

資本的支出

2 1 0 億円

企業債
1 6

（ 1 0 ％）
国庫補助金

9 8（ 6 2 ％）
不足額※

5 1

建設費
1 6 3 （ 7 8 ％）

企業債元金償還金 2 2 （ 1 0 ％）

市町村改良負担金 11（ 7 ％）

市町村建設負担金 3 4（ 2 1 ％）

改良費 2 5 （ 1 2 ％）

資本的収支（ 施設の建設・ 改良などにかかわる収支）

収益的収支（ 事業の管理・ 運営にかかわる収支）

区部公共下水道事業

収益的収入
3 ,7 4 4 億円

下水道料金  
1 ,6 9 4 （ 4 5 % ）  

一般会計繰入金
1 ,2 6 3 （ 3 4 % ）

その他  
7 8 8 （ 2 1 % ）

下水道料金

1 0 0 円のゆく え

汚水を水再生センタ ー

まで運ぶ経費

2 5 円

汚水をきれいに

する経費

2 7 円

料金徴収

その他の費用

1 3 円

施設の
建設・ 改良に
かかった
借入金の利息

2 円

施設の建設・ 改良に

かかった借入金の

返済等

3 3 円

1 0 0 円

収益的支出
3 ,5 9 8 億円

維持管理費
1 ,5 7 9 （ 4 4 % ）

企業債利子1 0 0 （ 3 % ）

減価償却費等
1 ,9 1 9 （ 5 3 % ）

資本的収入
1 ,8 0 6 億円

企業債
9 3 3  （ 5 2 % ）

一般会計繰入金3 0 1 （ 1 7 % ）

その他 6 2 （ 3 % ）

建設費の

主な使い道

資本的支出
3 ,3 5 5 億円

建設費
1 ,8 0 0 （ 5 4 % ）

改良費 3 7 0 （ 1 1 % ）

企業債元金償還金
1 ,1 8 5 （ 3 5 % ）

資本的収支（ 施設の建設・ 改良などにかかわる収支）

国庫補助金 5 1 1 （ 2 8 % ）

不足額※

1 ,5 4 9

再構築

8 8 1 億円
（ 4 9 ％）

建設費

1 , 8 0 0 億円

浸水対策

3 0 2 億円
（ 1 7 ％）

震災対策　

1 8 2 億円
（ 1 0 ％）

その他

7 8 億円
（ 4 ％）

汚泥処理

7 2 億円
（ 4 ％）

エネルギー・
地球温暖化対策

1 2 9 億円
（ 7 ％）

合流式下水道
の改善

1 5 7 億円
（ 9 ％）

維持管理費
1 8 9 （ 4 7 % ）

企業債利子 4 （ 1 ％）

減価償却費等
1 8 2 （ 4 5 ％）

市町村下水道事業費2 6 （ 6 % ）

※資本的収支の差引不足額は損益勘定留保資金等で補塡します。
※計数について は、 表示単位未満を 四捨五入し 、 端数調整し て

いないため、 合計などと 一致し ない場合があり ます。

（ 1） 建設費
　 建設費は、 下水道管、 ポン プ 所、 水再生セン タ ー等を建設

するために必要な費用です。

　 こ の建設費は、 国費、 企業債（ 長期借入金） 等によ っ て賄

われています。

（ 2） 経営費
　 経営費は、 下水道事業を 経営し ていく ために必要な施設の

維持管理、 利息の支払いなどに要する費用です。

　 こ の経営費のう ち 、 汚水の処理に要する 経費は下水道料金
で、 雨水の排除に要する 経費等は都費（ 都税など） で賄われ

ています。

（ 1） 建設費
　 流域下水道の建設費は、 国費、 市町村建設負担金、 都の企

業債等によっ て賄われています。

（ 2） 経営費
　 流域下水道の施設の維持管理に要する経費は、市町村から の
維持管理負担金で賄われています。また、利息の支払いなどに要

する経費は、都費（ 都税など）によって賄われています。

　

（ 国費率1 /2 、又は2 /3 ）

建　 設　 費

国費

国　 費

　 東京都の流域下水道事業は地方公営企業と し て、 市
町村から の負担金などによ っ て運営し ています。

　 区部の下水道事業は地方公営企業と し て、 事業に必
要な経費は経営に伴う 収入（ 下水道料金） を も っ て充
てる と いう 独立採算の原則に基づき 経営し ており 、 お
客さ まから いただいている 下水道料金などによ っ て支
えら れています。

国　 費

《 雨水公費・ 汚水私費の原則》

雨水排除： 社会全体が便益を受けるため公費負担（ 都税など）

汚水処理： 特定の利用者が便益を 受ける ため私費負担（ 下水道料金）

区部の下水道（ 公共下水道事業）

多摩地域の下水道（ 流域下水道事業）

財政のしく み

財政のしく み

区部下水道事業の財政

流域下水道事業の財政

国　 　 　 　 　 費

地方単独事業国費対象事業

（ 一般会計）

区
部
下
水
道
事
業
の
費
用
と
財
源

国　 費
（ 国費率1 /2 、又は5 .5 /1 0 ）

建　 設　 費

13　 財政のあらまし
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維持管理費
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長期前受金
戻入

1 1 0

市町村維持
管理負担金

1 ,2 5 0

一般会計

繰入金

1 ,4 9 6
下水道料金

2 2 7
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3 5
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　 市町村

4 6
建設改良負担金

8 9 4
企業債
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5 3 4
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一般会計繰入金
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3 8 1 億円
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4 0 1 億円

市町村維持
管理負担金
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一般会計繰入金 7 8 （ 2 1 % ）

その他
1 5 4 （ 4 0 % ）

収益的収支（ 事業の管理・ 運営にかかわる収支）

資本的収入

1 5 9 億円

資本的支出

2 1 0 億円

企業債
1 6

（ 1 0 ％）
国庫補助金

9 8（ 6 2 ％）
不足額※

5 1

建設費
1 6 3 （ 7 8 ％）

企業債元金償還金 2 2 （ 1 0 ％）

市町村改良負担金 11（ 7 ％）
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収益的収入
3 ,7 4 4 億円

下水道料金  
1 ,6 9 4 （ 4 5 % ）  

一般会計繰入金
1 ,2 6 3 （ 3 4 % ）

その他  
7 8 8 （ 2 1 % ）

下水道料金
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2 5 円

汚水をきれいに

する経費

2 7 円
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施設の
建設・ 改良に
かかった
借入金の利息

2 円

施設の建設・ 改良に

かかった借入金の

返済等

3 3 円

1 0 0 円
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3 ,5 9 8 億円

維持管理費
1 ,5 7 9 （ 4 4 % ）

企業債利子1 0 0 （ 3 % ）
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1 ,9 1 9 （ 5 3 % ）

資本的収入
1 ,8 0 6 億円

企業債
9 3 3  （ 5 2 % ）

一般会計繰入金3 0 1 （ 1 7 % ）

その他 6 2 （ 3 % ）

建設費の

主な使い道

資本的支出
3 ,3 5 5 億円

建設費
1 ,8 0 0 （ 5 4 % ）

改良費 3 7 0 （ 1 1 % ）

企業債元金償還金
1 ,1 8 5 （ 3 5 % ）

資本的収支（ 施設の建設・ 改良などにかかわる収支）

国庫補助金 5 1 1 （ 2 8 % ）

不足額※

1 ,5 4 9

再構築

8 8 1 億円
（ 4 9 ％）

建設費

1 , 8 0 0 億円

浸水対策

3 0 2 億円
（ 1 7 ％）

震災対策　

1 8 2 億円
（ 1 0 ％）

その他

7 8 億円
（ 4 ％）

汚泥処理

7 2 億円
（ 4 ％）

エネルギー・
地球温暖化対策

1 2 9 億円
（ 7 ％）

合流式下水道
の改善

1 5 7 億円
（ 9 ％）

維持管理費
1 8 9 （ 4 7 % ）

企業債利子 4 （ 1 ％）

減価償却費等
1 8 2 （ 4 5 ％）

市町村下水道事業費2 6 （ 6 % ）

※資本的収支の差引不足額は損益勘定留保資金等で補塡します。
※計数について は、 表示単位未満を 四捨五入し 、 端数調整し て

いないため、 合計などと 一致し ない場合があり ます。
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するために必要な費用です。
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する経費は、都費（ 都税など）によって賄われています。

　

（ 国費率1 /2 、又は2 /3 ）
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てる と いう 独立採算の原則に基づき 経営し ており 、 お
客さ まから いただいている 下水道料金などによ っ て支
えら れています。
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《 雨水公費・ 汚水私費の原則》

雨水排除： 社会全体が便益を受けるため公費負担（ 都税など）
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区
部
下
水
道
事
業
の
費
用
と
財
源

国　 費
（ 国費率1 /2 、又は5 .5 /1 0 ）

建　 設　 費

13　 財政のあらまし



　 　 　 　 　 芝浦水再生センター上部利用事業
　 芝浦水再生セン タ ーの上部を 民間事業者に貸し 付け、 上部のビ ルにオフ ィ スフ ロ アを 所有する こ と

で、 安定的に収入を確保し ています。

〈 上部ビルの概要〉
完　 　 成： 平成2 7 年2 月　 階数： 地下1  階、 地上3 2 階　 　 　 建物高さ ： 約1 5 1 ｍ

延床面積： 約2 0 万㎡ 　 　  合流式下水道の改善のため、 地下に雨天時貯留池を 整備

取組事例

上部ビ ル全体の冷暖房を 賄う
下水熱を利用し た空調設備

水処理施設を覆蓋して上部を公園として利用（ 写真左側）

上部ビ ルの地下に設けら れた雨天時貯留池

芝浦水再生セン タ ー上部ビ ル
「 品川シーズン テラ ス」

　 資産等の有効活用をはじ め、 不断の経営効率化に努め、 持続可能な財政運営を図り ます。

　 具体的には、 下水道施設の上部空間の活用、 土地・ 建物の貸付けや売却、 下水熱の利用などにより 、 積極的

な収入確保に努めます。
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　 　 　 　 　 芝浦水再生センター上部利用事業
　 芝浦水再生セン タ ーの上部を 民間事業者に貸し 付け、 上部のビ ルにオフ ィ スフ ロ アを 所有する こ と

で、 安定的に収入を確保し ています。

〈 上部ビルの概要〉
完　 　 成： 平成2 7 年2 月　 階数： 地下1  階、 地上3 2 階　 　 　 建物高さ ： 約1 5 1 ｍ

延床面積： 約2 0 万㎡ 　 　  合流式下水道の改善のため、 地下に雨天時貯留池を 整備

取組事例

上部ビ ル全体の冷暖房を 賄う
下水熱を利用し た空調設備

水処理施設を覆蓋して上部を公園として利用（ 写真左側）

上部ビ ルの地下に設けら れた雨天時貯留池

芝浦水再生セン タ ー上部ビ ル
「 品川シーズン テラ ス」

　 資産等の有効活用をはじ め、 不断の経営効率化に努め、 持続可能な財政運営を図り ます。

　 具体的には、 下水道施設の上部空間の活用、 土地・ 建物の貸付けや売却、 下水熱の利用などにより 、 積極的

な収入確保に努めます。
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